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   We obtained the method to understand the width in evacuation time that includes the uncertainty of the 
residents' behavior.  The uncertainty of starting-point, shelter selection, moving path and movement speed 
is included in this method.  By this method, it can be grasped width in evacuation time structurally as a 
regional characteristic.  Possibilities of the use of this method are indicated as follows; 1) Public 
administration can understand the allowable boundary of the uncertainty in evacuation. 2) It can be clarified 
the advance measures for public administration to restrain unallowable uncertain-behavior. 3) Public 
administration can focus and consider advance measures to shorten the evacuation time. 
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１． はじめに 

 

(1) 避難判断に関する研究動向とその重要性 

 平成27年9月関東・東北豪雨災害や，平成28年台風10

号により北海道及び岩手県で発生した水害等に見られる

ように，近年，雨の降り方が激甚化し，河川の施設能力

を上回る洪水が頻発している．今後も，気候変動の影響

等により，施設能力を上回る洪水の発生頻度の高まりが

予想される．このため，治水施設整備のより一層の推進

を基軸としつつ，住民目線のソフト対策や危機管理型

ハード対策等も有機的に組み合せた減災対策が推進され

始めている1),2)． 

 減災を考える上で最も重要な対応や行動の一つに避難

がある．避難に関する研究は多岐に渡っており，その中

で市町村長（以下，首長）による避難判断に関するもの

の一例を示す．住民の避難行動の実態について，諸岡ら
3)，関谷ら4)，入江5)による，浸水被害を受けた地域住民

に対するアンケート調査に基づく研究がある．これら共

通の知見として，立ち退き避難は，首長による避難勧告

等発令を直接的動機とする以外に，家族や友人，水防団

等による避難の呼びかけを直接的動機とする場合が多い

ことが指摘されている．この呼びかけの多くは，避難勧

告等発令情報を起点とするものである．このことから，

首長による避難勧告等発令は，住民の避難行動に対し，

直接・間接的に重要な役割を果たしていることがわかる．

片田ら6)は，シナリオ分析により大都市における膨大な

避難者人口に起因する問題を抽出し，早期かつ確実な避

難のためには，首長による避難判断はもちろんのこと，

避難需要の低減，避難者の時間的・空間的な分散化など

の多角的な避難対策の重要性も指摘した．関ら7),8)は，

避難の意思決定には首長と個人の2つの代表的主体があ

り，ともに意思決定に必要なリスク情報を得ることが困

難な中で，避難の意思決定をせざるを得ないことを整理

した上で，首長へは，専門家による科学的かつ専門的な

視点からの意思決定支援を強化すべきであると指摘した．

また，避難判断という個人や社会経済活動に対し一定の

拘束力を有する首長の意思決定は，災害後の結果から批

判を受ける恐れがあるにもかかわらず，その判断基準の

妥当性・正当性に関する議論が行われていないことを大

きな課題とし，一つの解決の方向性として，メタ合意に

より，首長と住民や企業，マスコミなどの間における大

きな共通認識の形成が必要であると論じた．以上のこと

から，地震や津波に比べ事前情報段階があるものの，危
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機的状況への転換を把握しにくい洪水現象において，首

長による避難判断は，日常モードから危機管理モードへ

の切替に他ならず，ソフト対策として人命を守るための

最重要対応の一つであることは論を俟たない． 

 

(2) 本研究の目的 

 著者らは，首長による避難判断は「この判断を起点と

して避難行動を意思決定する人が，安全に避難し終える

ための時間を提供すること」に一つの大きな意味を持つ

と考える．「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガ

イドライン9）」において，首長による避難勧告等の判断

基準設定の手順やその考え方が示された．この基準は，

河川水位の上昇速度と避難等に要する時間との関係を考

慮して設定される場合が多い．しかしながら，水位予測

と避難に必要な時間にはそれぞれ不確実性が存在するこ

とは認識されつつも，その取りうる幅を十分に理解され

ないまま設定されているようであり，技術的検討の余地

があると考える．このうち避難等に要する時間の評価方

法に関する議論は特に少ない現状である．そこで本研究

は，水位予測及び避難等に要する時間に不確実性がある

ことを前提とした避難判断手法を構築することを念頭に，

まず住民による避難移動時において，避難者の行動に着

目した不確実性を考慮し，移動時間の把握を試みた． 

 

２．不確実性を考慮した避難移動時間の試算 

 

(1) 対象としたモデル地区と基本条件の設定 

 市町村等において避難計画を立案する際，当該市町村

を複数に分割した避難地区エリア内（以下，エリア）に

いる住民等が，それぞれのエリア内に設定された避難場

所へ避難する場合を想定することが多い．本研究はこの

条件を対象とする．なお，本研究では，前述の避難判断

の意味に照らし，「避難移動する住民」の行動のみを対

象とし，避難しないという事象は考慮しない．つまり，

エリア内の住民全員が避難する前提としている．これは，

実際の避難率及び，非避難者の所在を事前に把握するこ

とがそもそも不可能であることから，「全員が避難する」

前提とすることは，行政が作成する避難計画上意味を持

つ．また，移動手段は，通常行政により想定されること

の多い徒歩のみを対象とした． 

対象としたモデル地区のエリア形状，世帯分布，避難

場所の位置関係を図-1に示す．設定された避難場所は3

箇所であり，エリア内の人口規模及び分布は，世帯のそ

れに代表させ，建物ポイントデータ10)を用いて実態を把

握した．なお，当該エリア内の総世帯数は，空室を含め

3785世帯であった． 

 

(2) 確率変数を用いた避難移動時間 T と確率密度分布の

算定 

a) 避難移動時間 T の算定式 

 確率変数である避難移動時間Tは，以下のように表さ

れる． 

T= L V⁄ = RΓ V⁄         (1) 

ここに，L：道のり,V：移動速度,R：避難所までの直線

距離,Γ：迂回率 ሺൌ ܮ ܴ⁄ ሻである（それぞれ確率変数）． 
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図-1 モデル避難地区エリア形状，避難場所・世帯分布 
 

図-2 直線距離Rの確率密度分布算定手順 
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b) 直線距離Rに関する確率密度分布：fR(r) 

 エリア内から1つの避難場所kへ避難する場合を考える．

エリアを多角形近似し（図-1黒実線），隣り合うエリア

頂点と避難所を頂点とする三角形（以下，分割エリア）

に分割した（図-2）．分割エリアをさらに分割した直角

三角形の組合せ（図-2）により，エリア形状が表現され

る．日常の行動形態を考慮すれば，各世帯の位置が必ず

避難開始地点になるとは限らない．そこで本研究では，

避難開始地点がエリア内全域においてランダムに発生，

すなわち出発地点の空間分布が一様であると仮定する．

これより，細分された直角三角形における，確率変数R

に関する確率密度分布hRሺrሻは，図-2に示すように避難

場所頂点を中心とするr~θ座標系を用いて，(2)式で表さ

れる．なお，本論文では，確率変数を大文字（例えば

R），確率変数の実現値，すなわち実数を小文字（例え

ばr）で表す． 

hRሺrሻ= 		αR ∙ θ0	∙	r  ൫0	≤	r	≤	y0൯ 

αR	∙	θ
'	∙	r  ൫y0	൑	r	൯     (2) 

ここに，θ0= π 2⁄ -arctan൫y0 x0⁄ ൯,θ'=arctanቌ
x0y0-y0ටr2-y0

2

x0ටr2-y0
2+y0

2
ቍ， 

αR：׬ hRሺrሻdr=1
∞

0
となる係数．他の変数を図-2に示す． 

分割エリアisにおける，直線距離の確率密度分布は， 

gR(is,k)
ሺrሻ=

1

As(is,k)
∑ β(is,j,k)∙A(is,j,k)∙hR(is,j,k)ሺrሻ

2
j=1   (3) 

ここに，As( is,k)：分割エリアisの面積，A(is, j,k)：直角三角形

の面積，β(is, j,k)=1,-1，j：細分された直角三角形番号． 

次に，エリア全体における，直線距離の確率密度分布

fRk
ሺrሻを求める．エリア内における避難開始地点のラン

ダム性を考慮し，避難開始地点の空間分布がエリア内一

様として，(4)式を得た． 

fRk
ሺrሻ=

1

As
∑ As(is,k)∙gR(is,k)

ሺrሻ௜ೌ೗೗
௜ೞ=1     (4) 

ここに，As：エリア全体の面積，iall：分割エリア総数． 

(2)～(4)式をモデル地区に適用した結果の一例を図-3

に示す．実際の世帯位置を起点とする直線距離の頻度分

布形状と良く一致している．頻度分布に比べ，ピーク付

近の確率密度が小さく，直線距離が大きい範囲における

確率密度が大きくなる傾向は，(2)～(4)式にエリア内出

発地点の不確実性を取り込んだためと考えられる．以上

より，直線距離Rの確率密度分布形状は主に，対象とす

るエリア形状と避難場所の位置により決定されることが

わかる． 

c) 避難場所選択の不確実性を考慮したfR(r)の算定 

 モデル地区のように，エリア内に複数の避難場所が存

在する場合，日常の利用状況等を踏まえれば，必ずしも

最寄りの避難場所を選択するとは限らない．菊池11)は，

大東市の住民に対するアンケート調査を実施し，「近い

避難場所」を選択する割合が比較的大きいものの，「馴

染みの場所」を選択する場合や，「安全」と判断される

避難所を選択する場合も一定程度あることを指摘した．

避難所選択の不確実性の取扱いについては，更なる実態

調査が必要であり，今後の課題である．本研究では，行

政により設定された複数の避難場所を，エリア内の住民

がランダムに選択するものと仮定し，各避難所を選択す

る確率の平均を，Peⅰ=Peⅱ=Peⅲ=1/3で与えた．避難所選択

の不確実性を考慮した直線距離Rに関する確率密度分布

fR(r)は，(4)式を用いて以下のように表される． 

fRሺrሻ=∑ Pek
∙fRk

ሺrሻm
k=1        (5) 

(5)式をモデル地区に適用した結果を図-4に示す．な

お，避難所選択にランダム性を仮定することは，前述し

た避難判断の意味に照らし，行政にとって安全側に見て

いる点で，一定の意味を持つものと考えられる． 

d) 迂回率Γに関する確率密度分布：fΓ ( γ ) 

 まず，モデル地区のエリア内における，各世帯から避

難場所までの直線距離R及び道のりLを算定し，迂回率

Γ=L/Rを算定した．起終点座標を建物ポイントデータ10)

から抽出し，直線距離Rを算定した．道のりLの頻度分

布については，歩行者ネットワークデータベース12)を用

い，各世帯位置を起点，各避難所を終点とする最短経路

長を計算した．次に，得られたΓの平均E(γ)と分散V(γ)を

用いて，ガンマ分布近似によって，迂回率Γに関する確

率密度分布fΓ (γ)を得た． 
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fΓሺγ-∆μሻ=ሺγ-∆μሻ
κ-1∙

expሺ-(γ-∆μ) θ⁄ ሻ

Γሺκሻ∙θ	κ
    (6) 

ここに，κ：形状母数，θ：尺度母数，Γ(κ)：ガンマ関

数，E(γ)=κθ，V(γ)=κθ2，Δμ：γの移動量． 

モデル地区から得られた迂回率の確率密度分布を図-5に

示す．なお，κ=2.054，θ=0.153，Δμ=1.05とした． 

e) 道のりLに関する確率密度分布：fL( l ) 

 R及びΓは互いに独立とみなし，L=R∙Γの関係及び(5), 

(6)式から，たたみこみによってfL( l )を求めた． 

fLሺlሻ=׬ fRሺrሻ∙fΓሺl r⁄ ሻdr
∞

0
      (7) 

(7)式をモデル地区に適用した結果の一例として，避難

所ⅲへの道のりLに関する確率密度分布を図-6に示す．

頻度分布に比べ，確率密度分布は道のりが大きい範囲

（2.2km≦l ）において，相対的に大きな確率密度となっ

ている．これは，2つの要因があると考えられる．1つ

は，(2)式において避難開始地点の不確実性を考慮した

ことである．もう1つは，モデル地区データから得た道

のりの頻度分布が最短経路長であり，直線距離が大きく

なるほど迂回率が小さくなる傾向となることが考えられ

るが，(7)式ではそれが考慮されていないためと考えら

れる．しかし，結果として移動経路の不確実性が一定程

度考慮されたものと考えられる．図-4に示すfRሺrሻ，図-5

に示すfΓሺߛሻを用い，避難所選択の不確実性を考慮した

fLሺlሻの算定結果を図-7に示す． 

f) 移動速度V に関する確率密度分布：fV(v) 

 洪水或いは津波からの避難時の徒歩移動速度につい

て，自治体による避難計画作成時の目安として設定され

た値（例えば13））や，既往災害時の実態調査結果（例えば14））を

整理した結果，当該避難者個人の属性に加え，以下に示

すような避難時点での個人・周囲の状況にも大きく影響

を受けることがわかった． 

・当該避難者個人の属性（健常者，歩行困難，年齢等） 

・避難時の個人の状態（重病発生の有無等） 

・同行者の有無・属性（乳幼児,高齢者,歩行困難者等） 

・時間帯（昼間，夜間），気象条件（降雨等） 

・水害時の悪条件（内水等による浸水，避難路の混雑） 

・地理的認識の度合い 等 

そこで本研究では，これらの影響がランダムに発生する

ものとし，調査結果（例えば13）,14)）から得られた最小・最大

の範囲内のVに関するfV(v)を，一様分布により得た． 

fVሺvሻ=
1
ሺvmax-vminሻ
ൗ  ，ሺvmin≤v≤vmaxሻ   (8) 

ここに，vmin，vmax：移動速度範囲の最小値，最大値であ

る．なお，17.7൑v൑88.2(m/min)とした（例えば13）,14)）（図-

10,Case1）．  

 

g) 移動時間T に関する確率密度分布：fT ( t ) 

 道のりL及び移動速度Vは互いに独立とみなせる．T= 

L/Vの関係及び(7)，(8)式から，たたみこみによってfT 

( t )を(9)式のとおり求めた．累積確率密度FT(x)を(10)式

のとおり求めた． 

fTሺtሻ=׬ fLሺvtሻ∙fVሺvሻdv
∞

0
      (9) 

FTሺxሻ=׬ fTሺtሻdt
x

0
       (10) 

(9)，(10)式をモデル地区に適用した結果を図-8に示

す． 

 

３．本手法の意義及び活用可能性 

 

 前章において，エリアを1つの単位とし，避難開始地
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図-6 道のりLの確率密度分布算定結果の例 

（避難場所：避難所ⅲのみとした場合） 

 

 
図-7 道のりLの確率密度分布 

（fL(l)：避難所選択の不確実性を考慮） 
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点，避難所選択，移動経路，移動速度の不確実性を考慮

した移動時間の確率密度分布を得る手法（以下，本手

法）を得た．本手法の意義は，避難時の住民の行動の不

確実性を考慮し，地域特性としての移動時間がどのよう

に分布するのかを，構造的に把握できるようになったこ

とにある．また，エリア形状及び避難場所の位置を入力

条件として，移動時間の分布特性が比較的簡易に把握可

能であることも特徴として挙げられる．行政が検討する

リードタイムは，本手法のみを用いて設定できるもので

はなく，今後の課題である．しかし，地域特性に応じた

避難対策の適切な充実等に向け，本手法の活用可能性が

ある．活用例を以下に示す． 

 

(1) 更なる不確実性の取込みと許容可能性検討への活用 

 津波からの避難行動に関する実態調査から，避難の途

中において，忘れ物を取りに行く，或いは避難を手伝う

必要がある人を助けるべく，一旦自宅等に戻る場合があ

ることがわかっている15)．これは津波時に限った行動で

はなく，洪水からの避難時にも起こり得る．この不確実

性を考慮し，移動時間の確率密度分布の把握を試みた．

この場合，確率変数である避難移動時間Tの算定式は，

(11)式のように表される． 

T= L V⁄ =ܴ௕∙Γ V⁄           (11) 

ここに，Rb:一旦戻る場合を考慮した直線距離である．

次に，Rbに関する確率密度分布を得る．まず，途中で戻

らない場合の移動距離を1とした場合，出発地点から一

旦戻り始める地点までの距離を確率変数としてΑとおけ

ば，一旦戻ることによる移動距離の増加率Βは(12)式の

ように表される． 

Β=2Α+1         (12) 

出発地点から避難場所へ移動する途中で，戻り始める地

点にランダム性を仮定すれば，確率変数Αに関する確率

密度分布fΑ(α)は(13)式のように表され，(12),(13)式か

ら，移動距離増加率Βに関する確率密度分布fΒ(β)は，

(14)式のように一様分布で表される． 

fΑሺαሻ=1  ሺ0≤	α	≤1ሻ              (13) 

fΒሺβሻ=0.5  ሺ1≤β≤3ሻ       (14) 

一旦戻るときの直線距離Rbyの確率密度分布をfRby(rb)とお

けば，戻らない場合のRを用いてRby=Β∙Rの関係が得ら

れる．B,Rは互いに独立であるので，たたみこみによっ

てfRby(rb)が得られる． 

fRby
ሺrbሻ=׬ fΒሺrb r⁄ ሻ∙fRሺrሻdr

∞

0
     (15) 

一旦戻る場合を考慮した直線距離Rbの確率密度分布

fRb(rb)は，(5)式導出の考え方と同様に，戻らない場合の

直線距離に関する確率密度分布fR(rb)も用いて以下のよう

に表される． 
fRb
ሺrbሻ=Peb∙fRby

ሺrbሻ+ሺ1-Pebሻ∙fRሺrbሻ   (16) 

ここに，Peb：一旦戻る確率の平均である．(16)式で得

たfRb(rb)と(5)～(10)式を用いて，移動時間の累積確率密

度分布を求めた結果を図-9に示す．なお，Pebを0.05, 

0.08, 0.1の3パターンで計算した．エリア全体の住民の避

難が完了する確率（横軸）の増加に伴い，所要時間は，

戻りを考慮しない場合に比べ増加量が大きくなってい

る．このように，本手法を用いれば，考えられる任意の

不確実行動を考慮した移動時間のばらつきを把握するこ

とが可能となる．つまり，許容が困難な不確実行動が何

かを把握し，その行動をできる限り起こさせないための

事前対策の目標を絞り込むことが可能となる． 

 

(2) 移動時間の短縮化に向けた対策検討への活用 

 取り得る移動速度範囲の幅の変化が，移動時間に及ぼ

す影響を調べた．図-10に示すように，移動速度Vに関す

る確率密度分布fV(v)を，17.7≤v≤88.2(m/min)の範囲内で一

様分布とした場合（Case1）と，30.0≤v≤88.2(m/min)の範

囲内で一様分布とした場合（Case2）の2通りを設定し，

移動時間Tに関する確率密度分布fT ( t )，累積確率密度分

布FT(x)を算定した．なお，避難途中に一旦戻る事象は考

慮していない．両ケースを比較した結果を図-11に示

す． Case2はCase1に比べ，fT ( t )では，t ≤45minの範囲

では確率密度が増大し，それ以上の範囲における確率密

度が減少している．その結果，例えば全員が避難完了す

図-8 モデル地区における移動時間Tの確率密度分布fT ( t ) 
及び累積確率密度分布FT(x)の算定結果 
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る確率（累積確率密度）が95%のときの所要時間は30分

短縮されたことがわかる．このことから，高齢者や歩行

困難者等，移動速度が小さいことが予めわかっている住

民に対する，十分に時間的余裕を持ったタイミングでの

避難支援の有効性が確認でき，移動時間短縮のための事

前対策内容が具体的に絞り込むことが可能となる． 

 

４．まとめと今後の課題 

 

 本研究で得られた知見を示す． 

1) 避難地区エリアを1つの単位とし，避難開始地点，避

難所選択，移動経路，移動速度の不確実性を考慮した

移動時間の確率密度分布を把握する手法を得た． 

2) 本手法は避難地区エリア形状及び避難場所の位置を

入力条件として，移動時間の地域特性を比較的簡易に

計算可能な特徴を持つ． 

3) 本手法により，避難時の住民の行動の不確実性を考

慮し，地域特性としての移動時間にどのような幅を持

つのかを，構造的に把握できるようになる． 

4) 本手法を用いることで，許容が困難な不確実行動が

何かを把握することができ，その行動をできる限り起

こさせないための事前対策の目標が明確化される． 

5) また，避難移動時間短縮のための事前対策内容を絞

り込むことに活用可能である． 

 今後の課題を示す．避難所選択や迂回率等，本研究で

与えた不確実性の幅の信頼性を向上させる必要がある．

種々の不確実性を考慮した避難のリードタイム設定・避

難判断方法の構築に向け，本手法を拡張予定である． 
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図-10 移動速度Vに関する確率密度分布fV(v) 

 
 

図-11 移動速度の幅の違いによる移動時間分布の変化 
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